
4 14 14 14 14 0
箇所

14 0 - - - - -

1058  消防団等活動事業

消防団員数の増加（年度内最多在籍数）
4

370 375 380 385 390 390 390
人

347 0 - - - - -

14733  防災行政無線施設更新事業

移動系防災行政無線更新工事進捗率
5

50 75 100 0 0 0 0
％

50 75 - - - - -

政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

１．施策の実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移 ４ 年 後
事 務 事 業 目 標 指 標 （見込）

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

様式Ｃ 最終更新日：平成 31年 4月26日 1頁

後期基本計画 平成３１年度 施策方針書

０１ 多様なつながりによって市民が行動しているまち
０２ 安全で安心できるまちづくり
０１ 災害に強いまちづくりの推進

防災防犯課　総括主査   藤倉　昌規

基本施策である「安全で安心できるまちづくり」を推進するため、火災などの災害等有事に備え、消防資機材、消防屯所、

消防ポンプ自動車及び消防水利など消防施設の維持・管理を実施するとともに、各種防災訓練の実施、防災資機材の拡充整

備を図り、総合防災力の維持・強化を行って参ります。

また、日頃から地域における防災意識を高め、いざという時に迅速な対応を地域自らが行えるよう、自主防災組織の活動を

支援し、地域防災力の強化に努めます。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

暮

ら

し

災害に強いまちだと感じている人の割合

1 52.1 52.1 52.1 52.1 52.1 -
％以上 52.1

- - - - - 0.0

平成30年度
平成29年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

850  盛岡地区広域消防組合負担金

火災発生件数の減少
1

9 9 9 9 9 9 0
件

9 0 - - - - -

912  水防活動事業

土のう保有数
2

3,000 3,000 2,000 2,000 2,000 2,000 0
袋

1,100 2,100 - - - - -

927  消防施設維持管理事業

消防屯所点検箇所数
3

14 1



策

決定したデジタル化へ

の

の対応を図ります。

・

実

火災などの有事に備え

現

、消防ポンプ自動車等

に

の更新整備を実施しま

影

す。

(３) 基本計画

響

内方針及び平成31年

す

度重点課題に基づく優

る

先順位の考え方
移動系

社

防災行政無線施設の更

会

新については、国の方

環

針として決定したデジ

境

タル化への対応である

変

ため、優先するととも

化

に、

いつ起こるかわか

(

らない災害に備えるた

３

め、「防災リーダー」

)

の育成も優先して実施

 

します。

基本施策との関連性

３．施策の実現に向けての取り組みを決定する
(１) 施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針

様式Ｃ 最終更新日：平成 31年 4月26日 2頁

後期基本計画 平成３１年度 施策方針書

０１ 多様なつながりによって市民が行動しているまち
０２ 安全で安心できるまちづくり
０１ 災害に強いまちづくりの推進

防災防犯課　総括主査   藤倉　昌規

「災害に強い地域づくり」に向けた各自主防災組織の訓練等活動が増えており、「自分達の地域は自分達

政

で守る」という意

識が

 

高まってきていますが

 

、今後も、訓練参加者

 

を増やすことなど、地

 

域の防災意識のより一

策

層の向上を図る必要が

:

ありま

す。また、地域

基

の特性に応じた災害種

本

別を十分に認識してい

施

ないところもあり、地

策

域防災マップやマニュ

:

アルの作成に至っ

ては

施

、多くが作成に至って

 

いない状況となってい

 

ます。

近年、全国各地

 

で自然災害が多く発生

 

していることもあり、

策

災害に対する意識が高

:

くなっています。

災害

施

発生時においては、自

策

助・共助の実践が非常

担

に重要であるため、各

当

自主防災組織の訓練等

職

活動を支援したり、災

・

害等に

係る確実な情報

氏

伝達を実施することが

名

基本施策である「安全

２

で安心できるまちづく

．

り」の実現に繋がりま

施

す。

火災などの災害等

策

有事に備え、消防資機

の

材、消防屯所、消防ポ

実

ンプ自動車及び消防水

現

利など消防施設の維持

に

・管理を実施す

るとと

向

もに、各種防災訓練の

け

実施、防災資機材の拡

て

充整備を図り、総合防

の

災力の維持・強化を行

現

って参ります。

また、

状

日頃から地域における

を

防災意識を高め、いざ

認

という時に迅速な対応

識

を地域自らが行えるよ

す

う、各自主防災組織の

る

リー

ダー的役割を担う

(

人材の育成を図るなど

１

、各自主防災組織の活

)

動を支援し、地域防災

 

力の強化を図ることで

施

「災害に強いま

ちづく

策

りの推進」を目指しま

目

す。

(２) 基本計画

標

内の取り組みと方針の

の

うち、平成31年度の

進

重点課題
・各自主防災

捗

組織のリーダー的役割

状

を担う人材となる「防

況

災リーダー」を育成す

分

るための養成講座を開

析

催します。

・老朽化し

(

た移動系防災行政無線

２

施設の更新を実施し、

)

災害時に備えて確実な

 

通信手段を確保するこ

施

とで、国の方針として



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事 務 事 業 名 事    業    費    計    画    額

No 分 野 別 計 画
平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 ４ヵ年計

実 施 計 画 前 年 度 比 較 (%)

様式Ｃ 最終更新日：平成 31年 4月26日 3頁

後期基本計画 平成３１年度 施策方針書

０１ 多様なつながりによって市民が行動しているまち
０２ 安全で安心できるまちづくり
０１ 災害に強いまちづくりの推進

防災防犯課　総括主査   藤倉　昌規

850  盛岡地区広域消防組合負担金

528,935 519,498 1.8 526,981 531,442 521,250 2,108,608

912  水防活動事業

543 937 △42.0 543 543 543 2,172

927  消防施設維持管理事業

4,134 4,085 1.2 4,138 4,138 4,138 16,548

1058  消防団等活動事業

65,044 65,712 △1.0 67,115 68,151 65,471 265,781

7777  消防施設整備事業

26,763 20,806 28.6 22,298 22,298 22,298 93,657

13626  消防団屯所改修事業

3,078 3,996 △23.0 3,938 3,938 3,938 14,892

13710  自主防災組織育成事業

221 45 391.1 110 110 110 551

13711  総合防災対策事業

11,245 9,353 20.2 5,889 5,889 14,305 37,328

13712  防災行政無線管理事業

16,275 7,709 111.1 20,507 22,240 25,969 84,991

14733  防災行政無線施設更新事業

151,067 185,395 △18.5 0 0 0 151,067


